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過疎地等における物流サービスの現状分析
及び検討にあたっての問題意識について
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総合政策局物流政策課総合政策局物流政策課

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
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１．過疎等の進展を背景とした物流効率の低下及び宅配等へ
１．のニーズの多様化による物流事業者の負担増加
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過疎の進展
特定の地域への人口集中が進行し、それ以外の地域の人口が減少している。

ＤＩＤ（人口集中地区）内外の人口

及びＤＩＤ内人口比率の推移千人

特定の地域 の人 集中が進行し、それ以外の地域の人 が減少して る。
人口集中地域とそれ以外の地域では、２０１０年で約６０倍の人口密度の差がある。
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出典：国勢調査（総務省）をもとに作成
注：ＤＩＤ（Densely Inhabited Districs：人口集中地区）は、原則として人口密度が１km２あたり4000人以上である地区などを条件として設定。
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高齢化の進展
全国的に高齢化が進展しており、地方圏は特に高齢化率が高い。全国的に高齢化が進展しており、地方圏は特に高齢化率が高 。
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出典：第1回豊かな未来社会に向けた自動車行政の新たな展開に関する小委員会
資料2『自動車行政を取り巻く現状と課題について』



将来の全国的な人口減少の進展

今後、全国的に人口減少化が進展し、２０５０年には６０％以上の地点で２０１０年の半分以下に人口が減少すると予想されて今後、全国的に人口減少化が進展し、２０５０年には６０％以上の地点で２０１０年の半分以下に人口が減少すると予想されて
いる。

出典：国土交通省ホームページ「国土のグランドデザイン２０５０ ～対流促進型国土の形成～」
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宅配サービスへの需要の伸び

宅配便の取扱個数は 通販市場の拡大等を背景に１０年間で２９億個から３６億個へ増加している

（10億円） 通販市場の規模

宅配便の取扱個数は、通販市場の拡大等を背景に１０年間で２９億個から３６億個へ増加している。

（百万個） 宅配便取扱個数の推移
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宅配サービスにおける日用品等のニーズ
過去１年間に家庭内からインターネットで購入した物品は、全ての地域で日用雑貨の比率が高い。
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宅配サービスは、日常生活を支えるインフラとして重要なものとなっている。

過去１年間に家庭内からインターネットで購入した物品・サービス（複数回答可） 単位：％
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三重県 20.6 35.8 44.0 23.8 37.8 32.8 6.6 

北海道 15.6 32.7 50.0 20.6 40.2 36.3 5.7 

青森県 14.3 36.7 48.3 21.0 34.2 26.3 5.6 

岩手県 12.9 32.1 41.3 15.5 34.2 24.9 5.4 

宮城県 18.3 40.0 43.8 16.8 34.7 33.4 2.6 

秋田県 17.0 43.2 44.9 17.6 37.0 31.8 3.0 

山形県 13 1 22 6 35 9 13 3 34 5 21 6 4 6

滋賀県 17.4 37.1 46.1 19.6 35.0 32.5 4.8 

京都府 19.3 38.0 46.0 23.4 29.6 31.6 4.2 

大阪府 21.2 34.8 46.7 18.3 34.4 35.3 3.6 

兵庫県 13.7 32.8 47.2 17.5 34.3 33.4 1.7 

奈良県 16.6 36.8 44.7 17.8 35.8 27.6 5.1 

和歌山県 16 1 36 8 50 7 17 6 35 6 27 5 5 6山形県 13.1 22.6 35.9 13.3 34.5 21.6 4.6 

福島県 17.8 30.5 48.4 18.5 37.8 28.3 4.8 

茨城県 17.0 36.6 45.8 12.2 36.1 27.4 4.3 

栃木県 18.9 31.2 40.3 19.6 37.9 28.8 4.6 

群馬県 16.0 35.5 41.0 18.0 34.2 22.8 3.8 

埼玉県 13 4 36 3 47 7 21 4 33 5 33 4 3 2

和歌山県 16.1 36.8 50.7 17.6 35.6 27.5 5.6 

鳥取県 18.4 30.3 45.9 15.1 37.2 26.8 4.5 

島根県 11.2 34.5 47.6 13.6 31.2 29.5 4.6 

岡山県 17.1 34.8 46.0 18.4 39.9 29.8 3.0 

広島県 14.8 36.3 47.0 19.8 36.2 29.3 4.0 

山口県 11 7 33 6 39 9 11 1 32 0 25 3 3 9埼玉県 13.4 36.3 47.7 21.4 33.5 33.4 3.2 

千葉県 16.4 37.1 43.4 20.2 37.2 30.6 4.8 

東京都 20.7 45.4 53.6 23.5 36.7 40.1 4.3 

神奈川県 19.9 40.6 50.4 22.9 37.4 38.9 5.0 

新潟県 17.4 36.2 45.4 17.2 35.9 25.0 4.2 

富山県 17.9 34.9 41.3 15.6 35.2 27.3 3.1 

山口県 11.7 33.6 39.9 11.1 32.0 25.3 3.9 

徳島県 10.2 30.2 38.4 17.5 38.2 28.1 3.7 

香川県 15.2 37.1 49.4 17.3 39.0 28.5 2.5 

愛媛県 14.8 31.4 43.0 9.9 33.1 27.8 1.9 

高知県 15.2 34.6 49.7 19.3 41.2 27.5 3.4 

福岡県 15.3 41.2 52.1 20.2 36.4 34.8 5.4 

石川県 21.8 37.2 51.9 21.0 36.3 35.7 5.7 

福井県 17.8 29.3 49.2 17.9 37.2 36.2 5.8 

山梨県 18.1 36.6 49.1 19.7 32.4 29.6 6.0 

長野県 17.8 34.1 43.4 16.3 35.6 24.4 4.4 

岐阜県 14.5 35.8 44.8 17.2 32.0 31.6 3.9 

静岡県 16 0 37 0 45 5 20 8 34 3 33 2 4 4

佐賀県 17.2 28.1 43.6 14.5 34.0 24.9 2.9 

長崎県 10.5 38.7 45.2 20.5 32.6 30.6 5.9 

熊本県 17.2 32.2 49.3 21.8 38.2 27.0 5.3 

大分県 15.2 32.9 45.3 18.8 33.3 28.5 6.9 

宮崎県 11.8 31.0 43.1 20.9 33.7 28.7 3.6 

鹿児島県 19 5 32 0 48 5 17 4 37 0 31 7 2 4
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静岡県 16.0 37.0 45.5 20.8 34.3 33.2 4.4 

愛知県 19.4 34.5 45.4 22.9 37.9 33.9 6.4 

鹿児島県 19.5 32.0 48.5 17.4 37.0 31.7 2.4 

沖縄県 16.8 34.3 34.5 13.9 32.7 32.8 3.5 
・パソコン関連…パソコン本体､周辺機器､ソフトウェア(DVD-ROM等の物品に限る)
・書籍・ＣＤ・ＤＶＤ・ブルーレイディスク…電子書籍などデジタル配信されるものを除く
・日用雑貨…食料品、衣料品、化粧品、文房具など
・耐久消費財…家電、家具など

・趣味関連品…アクセサリー、楽器、スポーツ用品、玩具、自動車用品など
・各種チケット・金券…交通機関、ホテル・旅館、コンサート等のチケット予約及び購入
・その他の商品・サービス…デジタル配信されるものを除く

出典：総務省 平成25年通信利用動向調査
世帯構成員編

※調査は20歳以上（平成25年4月1日現在）の
世帯主がいる世帯及びその構成員を対象



宅配サービスにおけるニーズの多様化
１９８８年 クール宅急便全国展開、１９９８年 時間帯お届けサービス開始等、ユーザーニーズの拡大に伴い、宅配サービス年 ク ル宅急便 国展開、 年 時間帯お届けサ 開始等、 ザ 拡大 伴 、宅配サ
も多様化。

例えば、「時間指定」の割合が５年で急激に増加している等、きめ細かいサービスへの需要が増大することへの対応により、
配達への負担が今後更に増大する恐れがある。
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出典：ヤマト運輸株式会社ホームページ 宅急便３０年のあゆみ
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時間単位で指定 午前午後で指定

日単位で指定 指定なし

出典：国土交通省全国貨物純流動調査（物流センサス）
到着日時指定の状況 主要着産業別（件数ベース）



過疎地域における輸送効率
人口密度の差を反映して、一例としては、荷物１個あたりの走行距離は、過疎地域の方が都心部より、平均で６倍、最大で７人 密度 差を反映し 、 例 し は、荷物 個あたり 走行距離は、過疎地域 方 都心部より、平均 倍、最大
倍も長い場合が見られる。

宅配サービスおける過疎地域と都市部の輸送効率の比較（例）
（物流事業者Ａ社実績／月間営業日）

地域
トラック

走行距離
トラック台数

合計
荷物個数

荷物1つあたりの
トラック走行距離

過疎地域 約34万(km/月) 約100(台/月) 約30万(個/月) 約1.2(km/個)

約6倍

都市部 約37万(km/月) 約350(台/月) 約160万(個/月) 約0.2(km/個)

約6倍

出典：Ａ社実績データより作成
※過疎地域は、過疎地域自立促進特別措置法に基づく地域から選定。
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２．高齢化の進展に伴う車を運転しない者の増加に対応した
２ （１）生活支援サ ビス等の必要性２．（１）生活支援サービス等の必要性
２．（２）地域経済の循環促進の必要性

①買い物支援
②農産物の集出荷②農産物の集出荷
③高齢者等の見守り
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高齢化の進展とそれに伴う申請による運転免許証の取消（自主返納）の推移

高齢者比率は、過疎地域では３０％程度となっており、全国よりも１０％以上高くなっている。また、全国的に上昇傾向である。
６５歳以上の申請による免許の返納件数は、年々増加しており、９年間で約７．６倍になっている。

運転免許の自主返納件数は年々増加しており、高齢者比率が高い地域では、車を運転しない者への生活支援のニーズが高
まっていると言える。
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【出典：総務省 「過疎対策の現況」について】
・高齢者比率（総人口に占める65歳以上人口の比率）は国勢調査による。
・過疎地域は、平成25年4月1日現在。
・高齢者比率は加重平均である。 11
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出典：警察庁運転免許統計より作成



買い物弱者とは

買い物弱者について

○流通機能や交通網の弱体化とともに、食料品等の日常の買い物が困難な状況に置か
れている人々のこと。徐々にその増加の兆候は高齢者が多く暮らす過疎地や高度成長

買い物弱者とは

れている人々のこと。徐々にその増加の兆候は高齢者が多く暮らす過疎地や高度成長
期に建てられた大規模団地等で見られ始める。経済産業省では、その数を600万人※

程度と推計。

※60歳以上の高齢者数3,717万人（21年度 総務省人口推計）に以下の調査結果で日常の買物に不便と回答し
た割合（17.1%）を乗じて算出。

出典：経済産業省 買い物弱者対策支援について
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全国の６０歳以上の男女3000人にアンケートで「地域の不便な点」を聞いたところ、「日常の買物に不便」という声が大きい。
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出典：内閣府「高齢者の住宅と生活環境に関する意識調査結果」平成22年度
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食料品アクセス問題
生鮮食料品販売店舗への距離が５００ｍ以上ある人口は、三大都市圏と比べ、地方圏の方が２倍近く存在する。食
そのうち６５歳以上の人口割合について見ると、三大都市圏と地方圏の割合の差は、より大きくなっている。
車を運転しない高齢者に対する買い物支援サービスの必要性が高まっていると言える。

店舗までの距離が500ｍ以上の人口・世帯数推計 単位：万人 万世帯

地域区分 人口
65歳
以上

世帯数地域別
割合

対総人口
割合

地域別
割合

対65歳
以上人口

割合

地域別
割合

対総世帯
数割合

店舗までの距離が 以上の人口 世帯数推計 単位：万人、万世帯

割合

食料品販売
店舗への距離が

全国 1,400 100.0% 11.0% 370 100.0% 14.3% 440 100.0% 9.1%

三大都市圏 340 24.4% 5.4% 78 21.2% 6.7% 110 24.2% 4.2%

東京圏 110 8.1% 3.3% 25 6.8% 4.2% 36 8.1% 2.5%
店舗への距離が

500ｍ以上 名古屋圏 130 9.0% 11.3% 28 7.5% 13.2% 40 8.9% 9.6%

大阪圏 100 7.3% 5.6% 25 6.9% 7.0% 32 7.3% 4.4%

地方圏 1,100 75.6% 16.8% 290 78.8% 20.6% 340 75.8% 14.4%

全国 4 400 100 0% 34 7% 970 100 0% 37 9% 1 500 100 0% 30 7%

生鮮食料品販売
店舗への距離が

500ｍ以上

全国 4,400 100.0% 34.7% 970 100.0% 37.9% 1,500 100.0% 30.7%

三大都市圏 1,600 35.7% 24.6% 300 30.4% 25.4% 550 36.4% 21.4%

東京圏 650 14.6% 18.8% 110 11.8% 19.1% 230 15.2% 16.0%

名古屋圏 500 11.2% 44.1% 93 9.6% 44.4% 170 11.2% 40.9%500ｍ以上

大阪圏 440 9.9% 23.7% 88 9.1% 24.8% 150 10.0% 20.7%

地方圏 2,900 64.3% 44.9% 680 69.6% 48.2% 960 63.6% 40.8%

注１）「平成19年商業統計メッシュデータ」及び「平成17年国勢調査地域メッシュ統計」をもとに推計したものである。
注２）「食料品販売店舗」は、各種商品小売業及び飲食料品小売業。「生鮮食料品販売店舗」は、生鮮食品小売業（食肉小売
業 生鮮小売業 果実 野菜小売業）及び百貨店 総合ス パ 食料品ス パ
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出典：農林水産政策研究所 食料品アクセスマップ「我が国における食料品店と住民の距離」

業、生鮮小売業、果実・野菜小売業）及び百貨店、総合スーパー、食料品スーパー。
注３）東京圏は東京・埼玉・千葉・神奈川、名古屋圏は愛知・岐阜・三重、大阪圏は大阪・京都・兵庫・奈良である。
注４）ラウンドのため、合計が一致しない場合がある。



産地における農産物等の販売①
例えば、「道の駅」では、農林水産物直売所や特産販売所が高確率で設置されている。

出荷者１名あたりの年間平均販売額は、「５０万円未満」が最も割合が高く、個人の第一線の職業農家ではないと思われる
者が支えていると言える。

「道の駅」における各施設の設置状況 出荷者1名あたりの年間平均販売額
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0.0%
農林水産物直売所 特産販売所 飲食施設 農林水産物加工場

出典：財団法人 地域活性化センター「道の駅」を拠点とした地域活性化 調査研究報告書（平成24年3月）
※件数は、各施設の設置状況に対するアンケート調査の回答件数。割合は、総有効回答数585件に対する
比率。

50万円未満 50万円以上

～100万円未満

100万円以上

～200万円未満

200万円以上

～300万円未満

300万円以上

～400万円未満

400万円以上

出典：財団法人 地域活性化センター「道の駅」を拠点とした地域活性化 調査研究報告書（平成24年3月）
※件数は、各施設の設置状況に対するアンケート調査の回答件数。割合は、総有効回答数289件に対する
比率。



産地における農産物等の販売②
「道の駅」を拠点とした地域の活性化の今後の課題では、回答者の６０％近くが生産者の高齢化を挙げた。

他方、６５歳以上の高齢者の運転免許証の保有率は、１０年間で１０％近く減少しており、高齢化と相まって、出荷者の減少
が予想される。
地域経済の循環促進の観点から、車を運転しない高齢者に対しては、農産物集出荷に関する支援が必要と考えられる。
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免許保有者人口 免許保有率

出典：免許保有者人口…警察庁運転免許統計より作成、免許保有率…免許保有者（警察庁運転免許統
計）・年代別総人口（総務省統計局人口推計）より算出

の
減
少

出典：財団法人 地域活性化センター「道の駅」を拠点とした地域活性化 調査研究報告書（平成24年3月）
※件数は、各施設の設置状況に対するアンケート調査の回答件数。割合は、総有効回答数433件に対する
比率。



高齢者等の見守りについて

近年、孤立死の発生件数が増え、特に６５歳以上の高齢者の割合の伸びは９年間で４．５倍と特に高くなっている。近年、孤立死の発生件数が増え、特に６５歳以上の高齢者の割合の伸びは９年間で４．５倍と特に高くなっている。
高齢者等の見守りの必要性が高まっていると考えられる。
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（独）都市再生機構における「孤立死」の発生件数
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出典：内閣府 平成22年版 高齢社会白書 孤立死の発生状況

※（独）都市再生機構が運営管理する賃貸住宅で、単身居住者が誰にも看取られることなく、賃貸住宅内で死亡した
件数



目次

３．地方自治体・ＮＰＯ等・物流事業者等、地域の関係者の
共働による取組みの必要性共働による取組みの必要性
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我が国の人口構造の変化（生産年齢人口の減少）

少子高齢化が急速に進行しており、２０５０年には総人口の約４０％が６５歳以上になる見通しであり、生産年齢人口は２０１０

我が国の人口推移と将来予測（万人）

予測

少子高齢化 急速 進行し おり、 年 は総人 約 歳以 なる見通し あり、 産年齢人 は
年比約３，０００万人減となる見通し。
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出典：国立社会保障・人口問題研究所
1950年から2010年までの人口推移は、「人口統計資料集2012 年齢（3区分）別人口及び増加率：1884～2010年」
2015年から2050年までの人口予測は、「日本の要来推計人口（平成24年1月推計） 総人口，年齢3区分（0～14歳，15～64歳，65歳以上）別人口
及び年齢構造係数：出生中位（死亡中位）推計」
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ＮＰＯ等による買い物支援等の生活支援サービスの事例

ＮＰＯ等が、買い物支援、高齢者等の見守り、農産物の販売支援、バス運行等の地域の生活支援サービスを提供する事例等 、買 物支援、高齢者等 見守り、農産物 販売支援、 運行等 地域 活支援サ を提供する事例
が出てきている。

【買い物支援】

○事業概要：地域住民を会員とするＮＰＯ法人による店舗経営等

【高齢者等の見守り・買い物支援】

○事業概要：地域の任意団体による宅配・見守りサービス○事業概要：地域住民を会員とするＮＰＯ法人による店舗経営等
○実施エリア：大分県中津市
○実施主体：特定非営利活動法人 耶馬渓ノーソンくらぶ
○実績等：

・店舗では３００品目以上の商品を取り
扱い 日販１ ７万円 年間３６４万円

○事業概要：地域の任意団体による宅配 見守りサ ビス
○実施エリア：高知県土佐清水市
○実施主体：

生活支援宅配センター
がんばろう屋運営協議会

○実績等扱い、日販１．７万円、年間３６４万円
（２００９年度）

・スーパー等での委託販売による
売上は、年間４６１万円（２００９年度）。
売上の７０％を農作物の生産者

○実績等：
市街地の他、大岐、津呂、大浜、
松崎等のエリアも対象

【農産物の出荷支援】 【過疎地有償運送】

である会員に還元。

出典：経済産業省「買い物弱者を支えていくために」 出典：土佐清水商工会議所ホームページ

○事業概要：農業組織等による農産物の出荷代行（モデル事業）
○実施エリア：新潟県上越市
○実施主体：

地域マネジメント組織
農業者 る任意 体 等

○事業概要：ＮＰＯ法人が運営するコミュニティバスの運行
○実施エリア：富山県氷見市
○実施主体：ＮＰＯ法人八代地活性化協議会
○実績等：

八代地区の全世帯（２９４世帯）と（農業者による任意団体）等
○実績等：

平成２４年度 出荷者５１名、
販売額４，５６０千円

・八代地区の全世帯（２９４世帯）と
隣接地区の約３００人が会員。

・１往復約５１ｋｍ、２９停留所で
平日５便、土日祝日３便運行
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出典：総務省
地域の元気創造プラットフォーム公式サイト 出典：とやま経済月報 平成２０年１２月号



特定非営利活動法人の推移
ＮＰＯ法人数は、近年急速に増加中。今後も着実な増加が期待されている。

地方自治体や 等 よる地域 と 連携 より 効率的 地域 ズ 即 た生活支援サ ビ 宅地方自治体やＮＰＯ等による地域コミュニティ－との連携により、効率的で地域のニーズに即した生活支援サービス・宅配
サービスの提供が可能となるのではないか。

20出典：内閣府ＮＰＯ ＨＰ



地域の移動手段の導入状況
地域の足を確保する手段として、コミュニティバスや乗合タクシーの導入が進んでいる。

ビ

コミュニティバスの導入状況 乗合タクシーの導入状況

このような新たな交通手段は、きめ細かい停留所の設置等の地域密着型のサービスを行っており、宅配等への活用も考えら
れるのではないか。
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貨客混載について
高齢化の進む愛媛県内子町においては、住民の通院や買い物等のため、町が民間タクシー事業者に委託する形で、週に数

デ日デマンドバスを運行させている。
住民が自らの農作物をこのバスに乗せられれば、高齢のドライバーによる運転の機会が減り、交通安全上も好ましいことか
ら、２０１３年１月２８日～２月１７日にデマンドバスを活用した農産物出荷等の実証実験を実施した。
実験後のアンケートでは、出荷者の約９割が「今後利用したい」、旅客利用者の６４％が「（運用上）問題ない」と回答した。

愛媛県内子町の位置図

総人口は減少傾向 実験イメージ

高齢者は増加傾向

22内子町の人口推移

今後の利用意向（出荷者） 旅客利用者への影響

実験後のアンケート結果 ※出典：国土交通省作成



物流事業者と地方自治体の連携事例

高齢者の多い地域等において、地方自治体等と物流事業者が連携し、買い物支援や高齢者の見守り等、地域の維持・活性高齢者の多い地域等において、地方自治体等と物流事業者が連携し、買い物支援や高齢者の見守り等、地域の維持 活性
化に向けた取組みを行う例が出てきている。

高知県大豊町は、過疎化・高齢化が進む限界自治体（５０％以上が６５歳以上の高齢者） で、物流の効率
が す も 物 援 す ズが高が低下するとともに、買い物支援や見守りに対するニーズが高まっていた。

このため、地元商店、商工会、宅配事業者及び自治体の連携により、平成２４年に高齢者の見守りも兼ね
た買い物支援サービスが導入された。

大豊町
①注文（購入金額1 000円以上）

【取組のフロー】

対象エリア：大豊町全域

利用者
①注文（購入金額1,000円以上）

④配送・集金
⑤見守り

⑥代金支払い
（商品代＋宅配手数料（150円））

補助金

商工会

③集荷 ⑦振込

⑤見守り （商品代＋宅配手数料（150円））
助成金支給

SUPER MARKETSUPER MARKET

※利用者負担

物流事業者 商店

②配送依頼

③集荷 ⑦振込

スーパーマーケット、酒
屋、化粧品店等の10店舗

23※大豊町商工会等へのヒアリングを基に作成

利用者からは「特に冬場は歩いて買い物に行きづらいので助かっている」「決まったドライバーが運ん
できてくれるので、安心して利用できる」といった声が聞かれている。



地域を支える物流システムのあり方を検討する際の参考とするため 各地方運輸局等を通じて全国の市町村に

市長村等へのアンケート調査の概要

地域を支える物流システムのあり方を検討する際の参考とするため、各地方運輸局等を通じて全国の市町村に
向けて以下のアンケート調査を実施した。（調査期間：平成２６年９月２９日～１０月１７日）

アンケート内容

【問１】既存の宅配サービスに付加等して行う以下の戸別訪問型サービスについて、現在取り組んでいるものの番号を①～⑨より選択して
下さい。（複数回答可）なお、取り組んでいるサービスが無い場合は全て空欄として下さい。また、選択したサービスを提供して
いる物流事業者をＡ～Ｄより選択して下さい。いる物流事業者をＡ Ｄより選択して下さい。

【問２】さらに、現在検討中又は今後取り組みたいと考えているものについて、番号を①～⑨より選択して下さい。（複数回答可）

（サービスの種類） （物流事業者）
①買い物支援 Ａ ヤマト運輸（株）①買い物支援 Ａ ヤマト運輸（株）
②高齢者の見守り Ｂ 佐川急便（株）
③農産物の集出荷 Ｃ 日本郵便（株）
④新聞配達 Ｄ その他（自由記入）
⑤介護サービス
⑥給食サービス
⑦メーターチェック
⑧バス、タクシー、ＮＰＯ運送の活用
⑨その他（自由記入）

【問３】問１、問２でお答えいただいた取組を実施する場合の問題点、課題について、以下の①～⑧から番号を選択して下さい。
（複数回答可）

①地域の合意形成が困難 ⑤行政機関の資金が不足
②地域の人材が不足している ⑥行政機関のノウハウが不足②地域の人材が不足している ⑥行政機関のノウハウが不足
③民間事業者が不在 ⑦法令や制度面で課題がある
④高価である等の理由で民間サービスが利用しにくい ⑧その他（自由記入）
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アンケート集計結果（全国）

現状、宅配と併せて高齢者の見守りを行っている市町村が多く、各サービスは、大手物流事業者以外の生協や商工会等の現状、宅配と併せて高齢者の見守りを行っている市町村が多く、各サ ビスは、大手物流事業者以外の生協や商工会等の
団体、新聞やヤクルト等の事業者によるものが殆どとなっている。
今後取り組む予定と回答のあったサービスの中で、実績に比べて多かったものは、買い物支援。
各種サービスを実施する上での課題としては、行政機関のノウハウ、地域の人材不足等が多く見られた。

調査対象市長村数 1,718市町村数 回答数 1,019市町村数 回答率 59.3 ％

【問１への回答】取組中 【問２への回答】今後取り組みたい 【問３への回答】問題点、課題

回答項目 全数回答項目 全数回答項目 全数

内訳

大手物流
事業者

その他

行政機関のノウハウが不足 359

地域の人材が不足している 336

買い物支援 298

高齢者の見守り 239

バ タクシ

高齢者の見守り 326 206 234

給食サービス 184 0 184

物支援
行政機関の資金が不足 315

民間事業者が不在 243

高価である等の理由で民間

バス、タクシー、ＮＰＯ
運送の活用

144

給食サービス 77

農産物の集出荷 47

買い物支援 167 15 158

介護サービス 90 0 90

バス、タクシー、ＮＰＯ
運送の活用

77 0 77
高価である等の理由で民間
サービスが利用しにくい

120

地域の合意形成が困難 120

他

農産物の集出荷 47

介護サービス 41

その他 30

運送の活用
77 0 77

その他 41 4 37

新聞配達 36 11 25
その他 98

法令や制度面で課題がある 78

新聞配達 18

メーターチェック 16

メーターチェック 30 1 29

農産物の集出荷 27 1 26
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４．検討にあたっての問題意識
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検討にあたっての問題意識（まとめ）

１ 物流ネットワ ク維持のための方策のあり方１．物流ネットワーク維持のための方策のあり方
（１）特定地域に人口が集中し、その他の地域で過疎化が進展。
（２）過疎化が進む地域では、貨物の集配効率が低下し、一方、宅配ニーズの多様化への対応により、
（２）物流事業者の負担も増加傾向。
（３）宅配サービスのニーズの増加に対応できる持続可能な物流ネットワークを維持・効率化するための
（３）具体的な方策や課題にはどのようなものがあるか。

ビ２．宅配ネットワークを活用した生活支援サービスの提供・地域経済の循環促進のあり方】
（１）特に地方部では、人口減少・少子高齢化が進展し、生活支援サービスの提供や農産物出荷支援等
（１）の必要性が高まっている。
（２）また 労働人口が減少する中 地域の持続可能性を確保するため 戸別訪問型サービスの担い手（２）また、労働人口が減少する中、地域の持続可能性を確保するため、戸別訪問型サ ビスの担い手
（２）としての一層の宅配ネットワークの活用が考えられるが、具体的な方策や実現するための課題には
（２）どのようなものがあるか。
（３）地域経済の循環促進のため、地元商店からの配達等の買い物支援や農産物の集出荷等を支える

効率的な物流 構築が必 あるが 具体的な方策 実 するため 課 ど うな（３）効率的な物流システムの構築が必要であるが、具体的な方策や実現するための課題にはどのような
（３）ものがあるか。

３ ＮＰＯ等の新たな担い手の活用のあり方３．ＮＰＯ等の新たな担い手の活用のあり方
（１）近年、地域における生活支援サービス等の新しい担い手として、ＮＰＯ等が活躍。
（２）地方自治体やＮＰＯ等の地域コミュニティ一との連携により、効率的で地域のニーズに即した生活支援
（２）サービス・宅配サービスの提供を実現するためには、どのような具体的な方策や課題があるか。

存在す 多様な輸送 ドを 効率的 便 な宅 構築を 能 す（３）存在する多様な輸送モードを活用し、より効率的で便利な宅配ネットワークの再構築を可能とするため
（３）にはどのような具体的な方策や課題があるか。
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【参考】モデル事業の実施について（平成２７年度予算要求中）

少子高齢化等を背景として過疎化が進みつつある地域では物流の効率が低下する一方、車を運転しない者の増加に伴い日少子高齢化等を背景として過疎化が進みつつある地域では物流の効率が低下する 方、車を運転しない者の増加に伴い日
用品の宅配などの生活支援サービス等のニーズが高まっている。
過疎地等における事業者とＮＰＯ等の協働による宅配サービスの維持・改善や買い物難民支援等にも役立つ新たな輸送シ
ステムを、自治体と連携しつつ構築するため、モデル事業を実施し、オペレーション上の課題や対応策等について検討を行う。

【地域の活動拠点（小さな拠点）におけるモデル事業の実施について】 【モデル事業における役割分担】

SUPER MARKET
集落

集落

例：小さな拠点づくりに併せて
コミュニティバス・デマンドタク
シーなどにより交通手段を確保

農産物の出荷代行等

集荷配送（域外からの商品）

域内商店実験への協力物流事業者

集落

集落

集落例：道の駅に農家レストラン、特産品直売
所、コミュニティスペースなどを併設

SUPER MARKET

地域商店

地域商店から商品を集荷し
集落へ運送、見守り等も実施

バス等を活用した

物流事業者とＮＰＯ等の協働による宅配・集荷を実施

地域の活動拠点
（小さな拠点）

郵便・ATM

道の駅
例：周辺集落や市街地とつなが
る生活交通の拠点づくり

（集配機能を追加）

地域商店

域外からの商品を
集落へ宅配

バス等を活用した
新たな輸送サービス

集落（消費者） 集落（消費者） 集落（消費者）

①地域活動拠点に集配機能を持たせ、集落への宅配を実施。
②域外からの商品の他、地域の商店から商品を集荷し、集落へ運送 すること
で、域内商流の活性化を図る。

旧役場庁舎

スーパー跡地

診療所

郵便

旧小学校

ガソリンスタンド

例：旧役場庁舎を公民館、
図書館などに活用

例：スーパー撤退後の施設を集落コ
ンビニ 農産物出荷拠点などに活用

例：廃校舎を保育所、デイサービスセ
ンター、体験宿泊施設などに活用

小さな拠点

【主な検討項目】

・地域での意見集約における課題

集落（消費者） 集落（消費者） 集落（消費者）で、域内商流の活性化を図る。図書館な 活用 ンビニ、農産物出荷拠点などに活用小さな拠点

地域での意見集約における課題

・ＮＰＯに求められる能力（輸送能力、荷扱い等の品質、賠償能力等）

・物流事業者、ＮＰＯ、荷主、自治体等の関係者の役割分担のあり方
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